
明
書
の
発
行
は
再
三
に
わ
た

る
納
税
相
談
に
応
じ
な
い
場

合
だ
と
説
明
し
ま
す
が
、
病

院
受
診
時
に
全
額
医
療
費
を

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

国
民
皆
保
険
制
度
の
下
で
自

治
体
が
自
ら
無
保
険
者
を
つ

く
り
出
し
て
い
る
こ
と
に
も

な
り
ま
す
。

　

宇
田
議
員
は
、
「
市
は
通

知
だ
け
で
な
く
、
訪
問
し
て

状
況
を
把
握
す
べ
き
」
と
質

な
要
因
は
、
数
十
年
に
わ
た

る
自
民
党
政
権
に
よ
る
経
済

優
先
の
新
自
由
主
義
的
な
政

策
に
あ
り
ま
す
。
日
本
の
医

師
数
は
先
進
国
の
中
で
最
低

ラ
ン
ク
、
地
域
の
公
衆
衛
生

を
担
う
保
健
所
は
３
０
年
間

で
半
減
し
ま
し
た
。
い
の
ち

を
守
る
た
め
に
は
医
療
や
公

衆
衛
生
体
制
を
強
化
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

感
染
症
を
抑
え
込
む
に
は
、

陽
性
者
の
周
辺
へ
の
幅
広
い

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
と
と
も
に
、
無

症
状
者
へ
の
検
査
を
行
う
こ

と
、
特
に
子
ど
も
や
高
齢
者

な
ど
に
関
わ
る
職
員
へ
の
定

期
的
な
検
査
が
必
要
で
す
。

　

宇
田
議
員
は
、
「
い
つ
で

も
・
誰
で
も
・
何
度
で
も
」

の
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
が
必
要
だ
と

し
て
、
検
査
費
用
の
助
成
を

求
め
ま
し
た
。

　

福
祉
部
長
は
、
「
感
染
症

対
策
の
権
限
を
持
つ
の
は
県

見
込
み
で
す
。

　

福
祉
部
長
は
、「
国
県
の
施

策
を
含
め
市
独
自
の
軽
減
策

を
検
討
し
、
で
き
る
だ
け
影

響
が
緩
和
さ
れ
る
よ
う
配
慮

す
る
」と
答
弁
し
て
い
ま
す
。

今
で
さ
え
、
高
す
ぎ
る
国
保

税
、
こ
れ
以
上
の
負
担
増
は

す
べ
き
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

国
保
法
44
条
で
は
「
医
療

機
関
で
の
窓
口
負
担
の
減
免
、

免
除
、
支
払
い
の
猶
予
」
の

規
定
が
あ
り
、
医
療
を
受
け

る
権
利
を
保
障
し
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
対
象
者
を
、

災
害
に
よ
り
死
亡
・
重
度
障

害
者
と
な
っ
た
場
合
、
資
産

に
重
大
な
損
害
を
受
け
た
場

合
、
事
業
の
廃
止
や
失
業
な

ど
に
よ
り
収
入
が
著
し
く
減

少
し
た
場
合
と
し
て
、
病
院

な
ど
の
窓
口
で
の
支
払
い
が

困
難
だ
と
認
め
ら
れ
た
場
合

に
は
支
払
い
を
全
額
減
免
し

て
い
ま
す
。

　

宇
田
議
員
は
、
こ
の
制
度

を
広
く
周
知
す
る
こ
と
を
求

め
ま
し
た
。

　

福
祉
部
長
は
、
「
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
一
部
負
担
金
の

支
払
い
が
困
難
な
場
合
の
相

談
に
つ
い
て
掲
載
し
た
」「
納

税
通
知
書
等
の
送
付
時
に
周

知
を
検
討
し
た
い
」
と
答
弁

し
ま
し
た
。

　

生
存
権
は
、
人
間
が
生
ま

れ
な
が
ら
に
保
障
さ
れ
て
い

る
権
利
で
あ
り
、
日
本
国
憲

法
25
条
「
１
．
す
べ
て
国
民

は
、
健
康
で
文
化
的
な
最
低

限
度
の
生
活
を
営
む
権
利
を

有
す
る
」
と
定
め
る
と
と
も

に
、  

「
２
．
国
は
、
す
べ
て

の
生
活
部
面
に
つ
い
て
、
社

会
福
祉
、
社
会
保
障
、
公
衆

衛
生
の
向
上
及
び
増
進
に
努

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」と
、

国
に
そ
の
責
務
を
課
し
て
い

ま
す
。

　

日
本
は
そ
れ
ぞ
れ
の
職
場

で
公
的
な
医
療
保
険
制
度
が

あ
り
、
そ
の
い
ず
れ
に
も
加

入
し
て
い
な
い
75
歳
未
満

（
75
歳
以
上
は
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
）
の
す
べ
て
の
方

に
加
入
を
義
務
付
け
て
い
る

の
が
、
国
民
健
康
保
険
で

す
。
従
っ
て
、
必
然
的
に
国

保
加
入
者
の
多
く
は
、
低
所

得
や
無
職
の
方
、
年
金
暮
ら

し
の
高
齢
者
等
が
多
く
な
り

ま
す
。

　

と
こ
ろ
が
、
国
保
の
財
政

基
盤
を
安
定
さ
せ
る
た
め
に

不
可
欠
な
公
費
負
担
が
不
十

　

宇
田
議
員
は
、
納
税
相
談

に
窓
口
に
訪
れ
た
市
民
へ
の

個
別
の
周
知
も
必
要
だ
と
、

再
度
求
め
ま
し
た
。

　

高
い
国
保
税
を
払
い
き
れ

ず
に
滞
納
が
続
く
と
、
短
期

保
険
証
や
資
格
証
明
書
が
発

行
さ
れ
ま
す
。
市
は
資
格
証

　

こ
の
夏
、「
災
害
レ
ベ
ル
」

と
言
わ
れ
る
新
型
コ
ロ
ナ
の

第
５
波
で
、
医
療
は
ひ
っ
迫

し
、
全
国
で
自
宅
療
養
者
が

一
時
13
万
人
を
超
え
、
８
月

の
１
か
月
で
自
宅
療
養
な
ど

で
亡
く
な
っ
た
人
は
２
５
０

人
を
数
え
る
な
ど
、
危
機
的

な
状
況
で
し
た
。

　

福
祉
部
長
は
、「
こ
の
期
間 

の
本
市
の
状
況
に
つ
い
て
、

 

「
感
染
経
路
不
明
者
、
い
わ

ゆ
る
新
規
感
染
者
が
４
割
、

濃
厚
接
触
者
は
６
割
で
あ
り
、

感
染
力
が
非
常
に
強
く
、
感

染
拡
大
の
ス
ピ
ー
ド
が
速
い

こ
と
、
若
い
世
代
に
も
感
染

す
る
こ
と
や
家
庭
内
で
の
感

染
の
割
合
が
高
い
こ
と
な
ど
、

第
５
波
の
特
徴
や
デ
ル
タ
株

の
特
徴
が
本
市
に
お
い
て
も

お
お
よ
そ
当
て
は
ま
る
」
と

い
う
認
識
を
示
し
ま
し
た
。

　

医
療
崩
壊
や
保
健
所
業
務

の
機
能
不
全
を
招
い
た
大
き

問
し
ま
し
た
。

　

福
祉
部
長
は
、
「
福
祉
事

務
所
等
を
中
心
に
情
報
交
換

を
行
い
な
が
ら
訪
問
す
る
こ

と
も
検
討
し
た
い
」
と
、
答

弁
し
ま
し
た
。

　

宇
田
議
員
は
、
「
な
る
べ

く
早
い
段
階
で
訪
問
し
、
必

要
な
ら
支
援
に
つ
な
げ
る
。

そ
れ
が
市
民
の
命
と
健
康
を

守
る
市
の
責
任
だ
」
と
強
く

求
め
ま
し
た
。

で
あ
り
、
市
は
県
と
の
連
携

が
必
要
」
だ
と
し
て
、
市
独

自
の
施
策

に
は
及
び

腰
で
す
。

ま
た
「
現

状
に
お
い

て
は
感
染

者
へ
の
対

応
に
注
力

せ
ざ
る
を

得
な
い
」

と
現
状
追

認
の
認
識

に
と
ど
ま

り
ま
し
た
。

　

先
の
６
月
議
会
で
、
大
谷

市
長
は
国
保
に
関
し
て
重
要

な
答
弁
を
し
て
い
ま
す
。　

「
国
民
健
康
保
険
は
、
社
会

保
障
の
根
幹
」「
病
気
に
な
っ

た
場
合
に
、
だ
れ
も
が
安
心

し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
こ

と
が
、
国
民
健
康
保
険
の
本

来
の
役
割
」

　

こ
の
答
弁
に
責
任
を
持
っ

た
施
策
の
充
実
を
求
め
て
い

き
ま
す
。

　

冬
に
向
か
い
、
感
染
の
再

燃
が
心
配
で
す
。
福
祉
部
長

は
、「
ワ
ク
チ
ン
接
種
は
11

月
中
に
希
望
す
る
方
全
員
の

接
種
が
完
了
で
き
る
」
と
い

う
見
通
し
を
示
し
ま
し
た
が
、

２
回
接
種
し
て
も
感
染
を
防

ぐ
こ
と
は
で
き
ず
、
ま
た
接

種
対
象
年
齢
で
は
な
い
子
ど

も
へ
の
感
染
も
心
配
で
す
。

行
動
制
限
が
緩
和
さ
れ
る
な

か
、
自
助
努
力
や
施
設
職
員

の
使
命
感
だ
け
で
は
限
界
が

り
、
国
・
県
・
市
が
最
大
限

役
割
を
果
た
す
べ
き
で
す
。

国
民
皆
保
険
制
度
を

支
え
る
国
保
、
高
す

ぎ
て
負
担

市
は
負
担
軽
減
の
た

め
に
、
あ
ら
ゆ
る
手

立
て
を
尽
く
せ

来
年
度
、
国
保
税
は

引
き
上
げ
予
定

命
を
守
る
制
度

医
療
費
の
全
額
免
除

市
独
自
に

Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
を

訪
問
し
て
状
況
把
握
し
、

必
要
な
支
援
を

医
療
・
公
衆
衛
生
体
制

の
強
化
を

自
助
努
力
は
限
界

政
治
は
役
割
を
果
た
せ

2021年９月定例議会日本共産党市議団
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分
な
た
め
国
保
税
は
収
入
に

対
す
る
負
担
が
非
常
に
重
く

な
っ
て
い
ま
す
。本
市
で
は
、

所
得
２
０
０
万
円
未
満
の
世

帯
の
半
数
が
滞
納
せ
ざ
る
を

得
な
い
状
況
で
す
。

　

令
和
４
年
度
か
ら
、
賦
課

方
式
が
、
こ
れ
ま
で
の
３
方

式（
所
得
割+
平
等
割+

均
等

割
）か
ら
、
２
方
式（
所
得
割

+

均
等
割
）に
変
わ
り
ま
す
。

し
か
も
、
市
民
の
負
担
を
抑

え
る
た
め
に
行
っ
て
き
た
市

独
自
の
一
般
財
源
の
繰
り
入

れ
を
、
国
の
方
針
通
り
や
め

れ
ば
、
来
年
度
の
国
保
税
は

多
く
の
世
帯
で
数
万
円
か
ら

10
万
円
近
く
引
き
上
げ
に
な

る
と
い
う
試
算
結
果
が
示
さ

れ
ま
し
た
。

　

来
年
度
、
国
の
制
度
改
正

に
よ
り
未
就
学
児
の
均
等
割

が
半
額
に
な
り
ま
す
。ま
た
、

県
の
交
付
金
を
使
っ
て
２
０

歳
未
満
の
均
等
割
を
一
人
当

た
り
約
７
千
円
軽
減
で
き
る

９
月
２
日
か
ら
28
日
、
９
月
定
例
議
会
が

開
か
れ
、
宇
田
議
員
が
一
般
質
問
を
行
い

ま
し
た
。

　

令
和
２
年
度
の
決
算
認
定
、
国
の
コ
ロ

ナ
対
策
の
交
付
金
を
使
っ
た
補
正
予
算
等

が
審
議
さ
れ
可
決
し
ま
し
た
。

　

日
本
共
産
党
市
議
団
は
、
令
和
２
年
度
決
算

認
定
に
つ
い
て
、
一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険

事
業
特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別

会
計
、
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
の
４
議
案
に

つ
い
て
反
対
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

　
一
般
質
問
と
反
対
討
論
に
つ
い
て
、ご
紹
介
し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
を

命
を
守
る
砦
に
！

コ
ロ
ナ
感
染
か
ら
市
民
の

い
の
ち
を
守
る
取
り
組
み
を

人口1000人あたり医師数
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市民のいのちと暮らしを守る市政をコロナ禍

令和２年度 決算反対討論を紹介します。

新中央図書館

　現在の中央図書館は築４０年を超え老朽化している上に、バリアフリー
化など求められる機能へも対応できないため、市は建て替えに向け検討を
進め、平成３１年３月「新中央図書館整備基本計画」を策定しました。し
かしその年の１２月に突然、計画とは全く別の場所を候補地として公表し
たことで、候補地選定が難航することになりました。
　令和２年春からは未曾有のコロナ禍に見舞われ、市は、「今後の市の財政
状況、社会情勢が変化した」として、「規模、場所も含めて再検討する」と
いう見解を示すに至っています。
　今後は市民の理解と協力が得られる取り組みを強化し、新しい図書館建
設に向けた再検討が必要です。

海浜鉄道湊線の延伸

　海浜鉄道湊線を海浜公園まで 3.1㎞延伸する事業
は、観光客数や返済計画などコロナ禍前の需要予測
にもとづく計画のまま国の事業認可を取得し、市は、
 「今後の市の発展に欠かせない」として、工事施工
認可申請の準備を進めています。
　７８億円の総工費については、当初国・地方自治
体（県・市）・事業者が各３分の１の負担をするとし
ていましたが、現在国も県も費用負担の確約はあり
ません。事業者負担分（２６億円）は市から借り入
れ３０年で返済するとしていますが、コロナ禍の現
在大きな赤字を抱えているのが現状です。
　延伸については、需要予測を見直し、再考すべき
です。

【 3.1㎞の延伸に78億円】

【これまでの計画】
延べ床面積   5,500㎡（現在の約３倍）　　収蔵冊数  約５０万冊（現在２４万冊）

　安倍政権を継承するとして誕生した菅政権はコロナ禍にあっ
ても自助努力、弱肉強食と自己責任押しつけの新自由主義路線
を突き進み、大企業の内部留保は、2020 年度過去最高となり
ましたが、労働者の賃金は 1. 2％の減となりました。特に非正
規労働者、女性、若者などが深刻な打撃をうけています。
　また、消費税１０% の増税により、コロナ禍、経済が落ち込
む中にあっても、2020年度国の税収は過去最高となりました。
低所得の人ほど負担の重い消費税の増税により、格差と貧困は
より一層広がり深刻になったといえます。
　令和２年度の本市決算はコロナ禍での最初の１年、その影響
が市の歳入・歳出にどう影響し、市は国の交付金も使いながら
地域経済と市民生活をどう守ってきたかが問われる決算となり
ました。
　歳入について市税全体では 0. 3％の減収となりました。固定
資産税のうち、市の産業復興推進のための特別措置により、
49社から８億7,300万円が免除されていますが、一方、コロナ
による減収により１年間の税の徴収猶予を受けた個人や事業所
154 件、約 9,000 万円は今年度返納しなければなりません。

コロナ禍、地域経済を支える中小零細企業こそ税金を使って支
援すべきです。
　歳出において、長引くコロナ禍、市はこれまでにない対応を
迫られましたが、地方自治法に示されているとおり，住民の福
祉の増進を第一に図る市政運営が求められました。
　国の交付金を使ったコロナ対策（18 億８千万円）については
おおむね賛成してきましたが、一方多くの事業の中止等により、
次年度に繰り越された実質収支額は 21 億 4,466 万６千円とな
りました。市民生活全般にかかわる支援策をもっと充実させる
べきでした。
　茨城租税債権管理機構については、滞納者に対しては生活再
建まで市で責任をもつべき、那珂川沿岸地区国営土地改良事業
については、税金の無駄遣いであり農家への直接支援こそ必要
であること、火力発電所の石炭灰を埋め立てて造成する茨城港
常陸那珂港区建設については、市税は市内商工業の発展のため
に使うべき、マイナンバー制度は廃止を求め、海浜鉄道湊線延
伸事業については再考が必要、市報は全世帯対象に配布すべき
と指摘し反対討論を行いました。

一般会計

　マイナンバーカード関連事業に、約６０００万円支出されま
した。国は多額の予算を使い 2022 年度末までに100％の普及
を目指しています。
　市民サービスの向上と業務の効率化をはかる等としてマイナ
ンバーに保険証、運転免許証や国税、年金、預貯金情報を紐づけ
ようとしていますが、個人情報の過度の一元化は情報の漏洩、
悪用の危険に常にさらされ、その対策に多額の経費がかかると
ともに、国家による国民監視の恐れはぬぐえません。マイナン
バー制度は廃止すべきです。
　本市におけるマイナンバーカード発行件数は、令和２年度末
25.5％ということですが、発行件数が伸びるにつれ、紛失など
による再発行件数も増え令和元年度５４件、令和２年度８３件と
なっています。市として、マイナンバー制度の問題点もしっかり
市民に知らせるとともに、必要以上の普及促進はやめるべきです。

マイナンバー制度は廃止すべき
　国保加入世帯の多くが高すぎる国保税に苦しんでいます。滞
納者への丁寧な対応とともに、病院窓口で全額現金支払いとな
る資格証明書の発行はやめることを求めます。
　国庫補助を大幅に増額し、国保が真にいのちと健康を守る砦
となることを求めました。

　高齢化が進めば同時に保険料も増額されます。高齢者にとっ
て安心が得られない制度であり、廃止を強く求めました。

　介護保険料の増額、介護給付の削減、利用料の負担増など次々
に改悪されています。必要な人が心配なく利用できる制度とな
ることを求めました。

国民健康保険・・いのちと健康を守る砦にすべき

後期高齢者医療・・さらなる負担増が進んだ

介護保険事業・・介護難民を生み出す結果に

どうする　 コロナ後の公共事業？

想　　定　　概　　算　　事　　業　　費

旧青少年センター等
敷地

元町駐車場敷地
東石川第４公園グラ
ンド敷地 親水性中央公園等敷地

　　　　　　 （民有地）

新候補地

45億 800万円 44億 1,800万円 37億 9,200万円 44億 9,800万円

郵便局

水
戸
信

商
工

会
議
所

石川町
プール

市役所

親水性中央公園
新駅１

新駅２

阿字ヶ浦駅

中央口

西口

安全運転
中央研修所

阿字ヶ浦
海岸

海浜公園

南口

昭和通り線

東石川小


